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研究成果の概要（和文）：　産業クラスターに対する管理会計導入について研究した。そこで明らかになったのは，産
業クラスターには自然発生型のものと，政策主導型のものがあるということである。特に，この政策主導型の産業クラ
スターでは，戦略の共有と理解に有効なツールがないということがわかった。そこで，本研究では，この問題を克服す
るための管理会計ツールとしてBSCを取り上げ，その実行可能性について検討した。
　産業クラスターへのBSCの適用はある程度の効果が上げられるという可能性を示すことができたが，誰がどのように
設定および運用を行うのか，ということに問題が残った。

研究成果の概要（英文）：I studied Management Accounting introduction for the industrial cluster.It is 
that there are the autogenesis type and the policy　leadership type to an industrial cluster to have 
become clear in this study.In the industrial cluster of the policy leadership type, there was not the 
tool which was effective for strategic joint ownership and understanding was in particular.Therefore, in 
this study, BSC was taken up as a Management Accounting tool to overcome this problem, and the 
feasibility was examined.
The application of BSC to an industrial cluster was able to show possibility that some effect was 
achieved, but a problem stayed in who was setting and how applied it.

研究分野：会計学
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１．研究開始当初の背景 
 近年，地域経済の自立的発展を狙って，各
地で産業クラスター形成の動きが盛んであ
る。政策としても，経済産業省が「産業クラ
スター計画」，文部科学省が「知的クラスタ
ー創生事業」，農林水産省が「食料産業クラ
スター事業」などが展開されている。しかし
ながら，すべての産業クラスターがうまく運
営されているとはいいがたいのが現状であ
る。産業クラスターの効果的な形成と運用を
阻害する要因として，その形成の効果を測定
する手段がないこと，クラスターの戦略形成
とそれを参加者が理解・共有するツールがな
いこと，クラスターに対する補助金等のモニ
タリングツールがなく補助金が効果的に使
用されていないこと，などの問題点が認識さ
れている。 
 産業クラスターの研究は，地域経済論や産
業集積論などの経済学・経営学の領域では盛
んに行われているが，会計学の領域では皆無
である。上記の阻害要因を取り除くには，効
果測定のための会計的ツールや，戦略達成の
ためのモニタリングツールの開発が急務で
ある。ここに，産業クラスターに対して管理
会計の技法を導入する必要性と可能性があ
る。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，産業クラスターの形成と
運営に対して，管理会計の技法の導入を試み
るものである。これにより，クラスター形成
による直接的な経済的効果，インフラ整備に
よる長期的な効果，戦略の策定とその理解・
共有などを図り，産業クラスターの効果的な
形成と運営を目指す。そして，最終的には地
域経済の自立的・自律的発展に資する管理会
計システムの設計の基礎固めを行う。 
 
３．研究の方法 
 本研究では，文献資料に基づく研究と，各
地でのインタビュー調査から行った。 
 文献研究では，産業クラスターそのものの
構造，実態についての研究，産業クラスター
に適用可能な管理会計技法の研究，援用可能
な経営学の概念の研究を行った。 
 インタビュー調査においては，各地で展開
されている産業クラスター，特に食料産業ク
ラスターの成功事例について調査を行った。
それと同時に，広義において産業クラスター
の発展形ともいえる6次産業化についても調
査した。 
 これらの研究を踏まえ，産業クラスターに
適用可能な管理会計システムのモデル構築
を試みた。 
  
４．研究成果 
(1)概要 
 本研究で得られた成果は，食料産業クラス
ターにおける成功事例を元に，戦略マップの
ひな形を構築することができたこと，産業ク

ラスターの一形態と位置づけられる6次産業
における課題を明らかにしたこと，特に，政
策主導によって形成されるクラスターの問
題点が明らかになったこと，そして，クラス
ターでイノベーションを生むプロセスの分
析に「協働の窓モデル」が援用でき，協働の
窓を開けるには，バランス・スコアカードの
適用が有効である，ということを明らかにし
たことである。 
 
(2)政策主導型産業クラスターの問題点 
 我が国では，各種政策によって形成された
産業クラスターが少なくない。特に，農林水
産省の農商工連携政策の一環である食料産
業クラスター事業では，各地に産業クラスタ
ーが形成された。これらの食料産業クラスタ
ーは，うまくいったものもあったが，軒並み
失敗に終わった。各種の補助金の獲得が，手
段ではなく目的に終わってしまったという
ところが大半であった。 
 その原因として，クラスターとしての戦略
が十分に立てられていなかったこと，戦略が
立てられていても，参加者にそれが十分理解
され，共有されていなかったこと，コーディ
ネーターに能力がなく，十分に機能を果たし
ていなかったこと，等があげられる。 
 これらの課題を克服するためには，バラン
ス・スコアカードのような戦略遂行のための
ツールが必要であることがわかった。 
 
(3)産業クラスターのためのバランス･スコ
アカードと戦略マップ 
 産業クラスターがうまく機能しない原因
として，経済的効果の測定の方法がないこと，
そして，参加者の間で戦略の共有と理解を促
すツールがないこと，が判明した。これらの
問題を克服するためには，産業クラスターに
おけるバランス・スコアカードや戦略マップ
の作成が有用であることがわかった。そのひ
な形は，次の図表 1 および 2 の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図表 1 産業クラスターのバランス・スコア

カード 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
図表 2 産業クラスターの戦略マップ 
 
 図表 1で示したバランス・スコアカードに
よって，産業クラスターのインフラ整備が，
最終的にどのように財務的な結果(すなわち
経済効果)として現れてくるのか，というこ
とが完全とはいえないまでも測定ができる。 
 図表 2で示した戦略マップによれば，産業
クラスターに参加している企業や組織が，ク
ラスターとしての戦略遂行のためになにを
すればよいのか，また，なにをすればどのよ
うな効果が上がるのか，といったことが可視
化される。戦略そのものへの理解も深まり，
より一層産業クラスターへの参加のメリッ
トも理解できるようになる。 
 
(4)戦略カスケードマップの応用 
 産業クラスターでは，属性の異なる様々な
組織(企業，自治体，大学等の研究機関，試
験場等の評価機関等)が集積している。それ
ぞれが産業クラスター全体の戦略達成に向
けた戦略マップを作成する可能性がある。そ
の場合，それぞれのマップを統合して，産業
クラスター全体の戦略マップを作成し，個々
の組織の戦略とクラスター全体の戦略に一
貫性を持たせる必要がある。 
 これを実現するための考え方が，戦略カス
ケードマップである。これはもともと，一つ
の組織(企業)内に様々な組織階層があった
場合，上位階層の組織と下位階層の組織の戦
略マップを有機的に結合するために考えら
れたものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図表 3 産業クラスターにおける戦略カスケ
ードマップ 

 図表 3に示したように，産業クラスターに
おける戦略マップは，各組織の戦略マップを
流れる棚滝，つまりカスケード状に結合し，
それぞれの組織の戦略マップと，産業クラス
ター全体の戦略マップが有機的に結合する
ような形になる。 
 このように戦略マップをカスケード化す
ることによって，各組織により近い部分の戦
略とクラスター全体の戦略に一貫性を持た
せること，そして自らの組織の戦略の達成が，
クラスター全体の戦略の達成にどのように
関わってくるのかということが可視化され，
理解・共有されることになる。 
 
 (5)「協働の窓モデル」とバランス･スコア
カード 
 産業クラスターがイノベーションを創出
するにはどのような組織的な活動が必要か。
そして，バランス・スコアカードがそのイノ
ベーション創出にどのような役割を果たす
のか。こういった問題をを明らかにするため
に，「協働の窓モデル」を分析した。 
 もともと，協働の窓モデルは，新しい社会
価値の創造を目指した NPO,政府，企業間の協
調的活動である戦略的協働の協働状態を説
明するモデルである。異なる属性の組織が協
働して新しい価値を生み出そうとしている，
という観点からすると，産業クラスターと戦
略的協働は非常に類似した枠組みであると
いうことができる。そのため，産業クラスタ
ーにおける協働の状態を説明するモデルと
して，協働の窓モデルを用いた。 
 協働の窓とは，協働アクティビストが自ら
が得意とする解決策を推し進めたり，特定の
問題を人々に注目させる好機であるとされ
ている。産業クラスターにおいては，組織間
の協働が発生し，新しい価値，すなわちイノ
ベーションが生じる好機が，協働の窓にあた
る。 
 この協働の窓には，問題の窓，解決の窓，
組織のやる気の窓がある。この窓を開放する
ためのツール・シナリオとして，バランス･
スコアカードが有効であることがわかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図表 4 協働の窓とバランス・スコアカード 
 



図表 4に示しているように，特に組織のや
る気の窓は，バランス・スコアカードの人材
と変革の視点，内部プロセスの視点を通じて，
解決の窓の開放に向かう。一方，解決の窓が
解放し，解決策が提示されると，バランス・
スコアカードの内部プロセスの視点，人材と
変革の視点を通じて，組織のやる気の窓を開
放するという方向にも向かう。バランス・ス
コアカードの2つの視点にいわゆる縦の因果
関係があるために，この双方向のリンケージ
が可能となる。 
このような関係から，バランス・スコアカ
ードが，産業クラスターのようなネットワー
ク組織における新しい価値(イノベーショ
ン)を生み出すときの，特に解決策の提示や
組織のやる気を引き出すといった点におい
て有用であるということがわかった。 
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